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　河川敷は法律上は公有地であり，みんなのもの，すなわちコモンズである。だがその実態は私的に占用されている
場合も多くある。河川敷を文字通りコモンズとするにはどのような方途があるのか。ここでは河川敷ゴルフ場の変遷
をたどるなかで，河川敷をコモンズとして実質化するための条件を探る。
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１．はじめに
　河川や河川敷を含めた河川区域は公物，つまり「みん
なのもの」である。だが現実にはそこに民間のゴルフ場
があり，利用料を取って営業している。また，ホームレ
スが住居を建てて住んでいたり，畑として耕作したりし
ている場合もある。法律の条文のうえで，公共物，つま
りみんなのものだとしても，実態はそうではない場合も
少なからずみられるのである。河川敷を文字通りみんな
のもの，つまりコモンズにするには何が必要なのだろう
か。ここではその条件について，河川敷におけるゴルフ
場の占用実態の変遷をたどり，それを手がかりにして，
コモンズを実質化する方策を検討していくことにしたい。
２．旧河川法時代の河川敷ゴルフ場
まず，旧河川法の時代について検討してみたい。
　最初の河川法（以下では，旧河川法と呼ぶ）が成立し
たのは1896年４月のことである。その基本的な理念は「治
水」である。その当時，輸送手段が船運から鉄道へと徐々
に切り替わっていった。それを背景に，河川の治水対策
を本格化する必要があった。河川敷を広げ，堤防をつ
くって，水位上昇による洪水に備えるわけである。その
目的を果たすために河川周辺の民有地が収奪されること
も多々あった。
　この旧河川法の要点を確認しておこう。まず第１条で，
この法律でいう河川の定義をしている。それは公共の利
害に重大なかかわりがあると主務大臣が認定した河川を
指す。そして河川の敷地，流水は私権の対象にはならな
い，つまり河川は公物であると規定している（第２条）。
そしてその管理は地方行政庁がその管内に関わる部分を
管理するものと定めている（第６条）。その一方で，敷
地内の工作物については地方行政庁の許可によって設置
が可能とし（第17条），さらに敷地や流水の占用も地方
行政庁の許可によって可能としている（第18条）。つま
りこの旧河川法の時代においては，地方行政庁（都道府
県知事）が許可すれば，河川敷に例えばゴルフ場のよう
な施設を建設することも可能だったわけである。河川敷
内の私有地を取り上げられた代償として，元私有地に優
先的にゴルフ場や遊園地の占用を認めた，という経緯も
あるといわれている（佐野，1993：34）。
　この旧河川法は1964年７月まで存続し，新河川法に切
り替わる。新河川法には「治水」に加えて「利水」とい
う大きな柱が設けられた。そして水系ごとの管理が体系
化され，国が管理する一級河川，都道府県が管理する二
級河川などといった具合に，管理責任の所在を区分け
した⑴。
　そして新河川法を受けて，建設省は1965年12月23日に
「河川敷地の占用許可準則」を制定し，「河川敷地の占用
許可について」を都道府県知事，地方建設局長あてに通
達した⑵。それによるとゴルフ場については，「原則と
して新たな占用許可はしない」とし，会員制のゴルフ場
としてすでに存在しているものについてはパブリック化
をはかる，とされた。
　以上が新旧河川法と河川敷ゴルフ場の関係性なのだが，
次に多摩川を事例として，その実態をみていくことにし
よう。
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３．旧河川法時代の河川敷ゴルフ場の実態 
　――多摩川の事例から――
　多摩川河川敷の占用状況やその運用実態が明らかにさ
れたのは，1965年４月21日の衆議院決算委員会において
である。その時点で，多摩川の河川敷には７箇所のゴル
フ場が設けられていた。いずれも１年ごとの更新をつづ
けて，継続的に占用が認められたものである（［表１］）。
その占用地に対して道路や鉄道を通そうとすると，
どのようなことになったのか。決算委員会で明らかにさ
れた点を要約しておこう。
名　称 許可年月日 占用面積（㎡） 年間占用料（円）
東急・練習場 1957.5.16 22万3000（自動車練習場
および運動場を含む）
670,000
玉川ゴルフコース 1957.7.19 30万9000（18ホール） 930,000
東急・練習場 1956.7.17 　　4000（運動場を含む） 140,000
六郷ゴルフ倶楽部 1955.11.22 39万0000（18ホール） 1,300,000
新川崎ゴルフ倶楽部 1954.5.4 36万1000（18ホール） 1,100,000
多摩川ゴルフ 1956.10.20  9万0000 270,000
東京多摩川ゴルフ練習場 1955.4.6  2万3000 80,000
［表１］1965年時点における多摩川河川敷ゴルフ場
（資料）衆議院決算委員会議事録（1965.4.21）
　 ――東名自動車道建設の際，日本道路公団はゴルフ場
を分断するかたちで，多摩川に橋梁を建設する計画を
立てた。場所は玉川ゴルフ場の占用地内であり，公団
は占用申請の手続き上，河川管理者の東京都からゴル
フ場に了解を得るように求められた。だがすんなりと
話がすすむはずはなく，公団側はゴルフ場にかかわる
3323㎡について3402万4000円を支払うということで話
がまとまった。内訳は，土地に対する補償が2841万円，
ほかに営業補償として561万4000円が上乗せされた。
公団はそれとは別に，占用地を削ることになる自動車
教習所（トヨタ教育センター）に対しても，1276万
8454円の補償をしている。内訳は，代替駐車場の工事
費527万9000円，駐車場の配線関係の工事費89万8530
円，子供用ゴーカート・コースの仮移設工事費45万
6507円，ゴーカート・コースの本移設工事費252万
7775円，六ヵ月間の休業補償費306万6642円，となっ
ている。
　 　国鉄もまた，東海道新幹線の多摩川鉄橋の建設にあ
たって，東急のゴルフ場に対して，設備移転費153万
7497円，営業補償費64万3296円，合計318万0793円を
支払っている―――
　
　このような事例は，同一の対象地に対する占用申請が
重なり合ったものとみなすこともできるが，その場合は
公益性の高い事業を優先させるべきとの考えも成立する
だろう。だが実態は，一年ごとの占用にもかかわらず，
継続性の方が優先されたわけである。まして金銭的な補
償などについていえば，占用期間の満了を待てば支払う
必要はないはずである。そしてこれは，河川敷に私権は
認めない，とする旧河川法にも反している。
　この点にかんして建設省はのちに次のように説明して
いる。まず一年ごとの占用許可は占用料金の改定を見越
したものであり，ゴルフ場の場合，10年，20年先を見越
した契約と考えていること，そして新河川法第76条に補
償規定があること，といった点である。しかしこの説明
は苦しい。補償対象にならないように占用期間を区切る
こともできるわけだし，旧河川法時代の占用について新
河川法で対応することも妥当性を欠いている。
　実際のところ，このあたりの取り扱いについては行政
側も明確な考えをもっていなかった，というのが実情で，
今後，公物としてふさわしい対応を検討していく，とす
るにとどまったのであった。ただし，これはのちに河川
敷開放計画の実行中に紛争を引き起こすことにもつな
がっていった。
４．河川敷開放への動き
　旧河川法の改正の動きとは別に，1964年の東京オリン
ピックを契機として，スポーツ振興を求める動きが活発
になっていった。1964年12月18日の「国民の健康，体力
増強対策について」の閣議決定をはじめとして，そうし
た動きが「河川敷の開放」へとつながっていく。1965年
３月，衆議院に「体育振興に関する特別委員会」が設け
られた。この委員会の初代委員長である大石武一は委員
会の目的について次のように発言している。
　「いま東京都その他の都会の子供たちあるいは住民に
しましても，なかなか運動に親しみ，いそしむようない
い設備，場所のないのが一番の難点でございます。とこ
ろが，幸い，御承知のように日本の大きな河川の治水事
業がだんだん進んでまいりまして，その広い河川敷が十
分に運動場に利用できるような状態になっております。
したがいまして，われわれは，この河川敷をできるだけ
高度に利用いたしまして，都民あるいは日本の青少年の
よい運動場にいたしたいと考えます。こういう意味にお
きまして，ことに河川法が改正になりまして，中川，江
戸川，荒川のような大きな河川が一級河川となりますか
ら，これは国の管轄になります。こういう面から考えま
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しても，この際，これらの河川敷をぜひとも日本の青少
年のために，あるいは都民のために，よい運動場をつく
ることに利用したいと考えます」。
　ここにあるように，身近な運動場として河川敷が注目
されたのである。ところが，実際に東京周辺の河川を視
察してみれば，河川敷にはすでに様々な施設が乱立して
いて，とりわけゴルフ場が広大な面積を占めていること
が実感できたのであった。ここから，河川敷ゴルフ場の
開放要求につながっていく。同年３月24日に委員会は手
分けして，多摩川，荒川，江戸川の河川敷を視察し，そ
れを踏まえて，３月31日に「河川敷地の利用に関する件
の要望」を決議している⑶。
  河川敷の占用に関しては衆議院決算委員会でも引きつ
づき問題となり，1965年５月26日には審議の過程で浮き
彫りになった問題点を踏まえて，「河川敷に関する件」
として河川敷の開放にかかわる決議をしている⑷。
　こうした動きを受けて，建設省は翌年，「都市河川整
備事業５か年計画」を立て，河川敷の占用許可の適正化
をはかり，河川改修の一環として公園化を促進していく，
とした。
　また，この動きとは別に，建設省は河川審議会の答申
（1965年11月10日）に基づいて，同年12月23日，先にも
触れた「河川敷地の占用許可について」という建設事務
次官通達を出している。
　さらに，1966年６月22日に「体育振興に関する特別委
員会」は河川敷の開放を決議し⑸，それを受けて７月21日，
建設省は1966年から３年間の河川敷開放計画（第一次開
放計画）を発表している。以下に，その内容についてみ
ておきたい。
　開放計画の第一の対象となったのは占用面積の大きい
多摩川であった。対象区間は日野橋から河口までの
40kmとされた。
　その方針は，まず，一般公衆の利用しやすい箇所，占
用状態の不良な箇所，特定の個人が占用している箇所に
ついては全面的に開放する。対象地は合計100haとなる。
学校の運動場については，特定の日時を指定して一般公
衆の自由使用をはかる。これを準開放とし，対象地は
50haとなる。さらに，「都市河川整備事業５か年計画」
に基づいて，公園，緑地として40haを整備する。そし
て今後は公園，緑地以外は新たな占用は許可しない。以
上により，既占用地300ha中245haを開放する。
　以上の計画について，いくつかの補足的な説明がある。　
　まず，ゴルフ場や自動車練習場については多くの従業
員がいることを考えれば早急な開放は困難であり，計画
３年目での開放を予定している。ゴルフ場については，
18ホールあるゴルフ場を９ホールに縮小する。そして占
用期間が10年を経過しているので，占用目的を達したも
のとみなし，補償はしない。2.7haある自動車練習場は
全面開放する。
　農地14haについては，３年間での全面開放を予定する。
読売新聞社の飛行場10haについてはあまり使用されて
いないため，２年目で全面開放する。乗馬練習場11ha
は利用者が多いので，公園，緑地に組み入れるかたちで
準開放する。読売ジャイアンツの練習場は一般観衆の観
覧が相当あるため，第一次開放計画からは除外する⑹。
なお，計画対象外とした日野橋から上流の区間について
も，個人の占用許可は行なわない方針とする。
５．その後の展開
　［表２］は，以上の計画を簡単にまとめたものであり，
併せてその結果についても示している。245haの開放計
画はほぼ達成されたようにみえる。ただしこれで十分と
いうわけではなく，1974年からの第二次開放計画が設定
された。背景には折からの日本列島改造に乗った乱開発
があり，それが河川敷などの公共用地にも及ぶのではな
いか，という懸念もあった。
■対象区間 日野橋～河口
■方針 ① 既占用敷地内，一般公衆の利用しや
すい場所（橋梁付近等）の全面開放。
② 既占用敷地内，学校の運動場等の日
時指定開放（＝準開放）。
③ 公園，緑地等の整備による占用許可
の促進と当該目的以外の占用許可の制限。
■主な成果 ① 私企業運動場・自動車教習場・農耕
地等38件（132.9ha）の全面開放（内３
ゴルフ場の９ホール短縮化により66.8ha
の開放を達成。）
② 公立学校運動場等28件(53.4ha)の準開
放
［表２］　多摩川河川敷第１次開放計画概要
（実施期間：１９６６年度～１９６８年度）
　多摩川河川敷については1974年から４年計画とし，対
象地は前回と同じく，河口から日野橋までの40kmである。
開放の基本方針は以下のとおりである。
⑴ 　三つのゴルフ場（川崎パブリック，多摩川ゴルフ倶
楽部，東急ゴルフ場）については，全面開放あるいは
ゴルフ練習場として存続させる。
⑵ 　私企業の運動場については，地方公共団体ないしそ
れに準じる団体に移管させる。それ以外の場合や学校
等の運動場については，一週間のうち三日以上指定し
て一般公衆に使用させる措置（準開放）を講ずるもの
とする。
⑶ 　直轄河川都市環境整備事業の実施により高水敷の造
成を推進する。
　 　なお，多摩川河川敷における私企業および学校の運
動場等の期間更新は，1975年３月末が大半であるが，
準開放については，1974年度から行なうように行政指
導し，ゴルフ場については低料金化を図る。
［表３］は，この第二次開放計画とその結果の概要で
ある。
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■対象区間 日野橋～河口
■方針 ① 占用敷地内、川崎パブリック外２ゴ
ルフ場についてはゴルフ練習場へ計画変
更させ、それ以外は全面開放の措置を講
ずる。
② 既占用敷地内、私企業の運動場につ
いては公共セクターへの移管を促し、学
校等の運動場の場合は、１週間の内３日
以上を指定して開放させる措置を講じる。
③ 建設省による高水敷造成の促進。
■主な成果 ① 企業運動場・ゴルフ場12件（29.2ha）
の全面開放。
② 公立学校運動場等14件 (29.9ha)の準 
開放。
［表３］　多摩川河川敷第２次開放計画概要
（実施期間：１９７４年度～１９７７年度）
６．裁判
　この第二次開放計画の実行中，多摩川河川敷ゴルフ場
のA社から，占用を継続して認可しないのは不当であ
るとして，訴訟が起こされた。以下，1983年９月28日の
東京地方裁判所の判決文に基づいて，内容をみておくこ
とにしたい（「昭和55年（行ウ）第128号事件」）。
　A社は第一次開放については協力し，1969年１月に18
ホールを９ホールへと半減させていた。そして会員制も
廃止し，パブリック化していた。その際，コースの改造
費として1500万円を支出し，会員への退会返還金は１億
円に及んだという。こうした出費に加えて，第二次開放
ではさらに縮小し，９ホールを５ホールにすることが求
められた。５ホールというのはゴルフ練習場の扱いである。
　A社はこのような措置に納得せず，占用許可が切れる
1975年３月末を見越して，同年２月27日に占用許可申請
を出したが，21万㎡の申請に対して，５万5000㎡の許可
しか出なかった。この縮小について行政側は，A社の転
業などを考慮して，政策的な配慮から認可したものであ
り，今後もゴルフ練習場として占用することは可能であ
る，と説明している。
　判決は「占用許可に基づく使用権は期間満了によって
消滅した」とし，A社の占用継続を認めなかった。第一
次開放の過程で，次の開放計画は予告されていたもので
あり，行政側はその時点で期間を限定して占用許可を出
していたわけだから，第二次開放において占用面積が大
幅に縮小されるのは当然のことだった。それを見越して，
多摩川河川敷の三つのゴルフ場のうちの２社は予定どお
りの措置を受け入れたのだが，A社のみは不服として，
かつて日本道路公団や国鉄が補償した際に用いたのと同
様の論理で裁判を挑んだわけだが，占用権の継続は認め
られることはなく，門前払いに近いようなかたちでの敗
訴となった。
　この裁判をつうじて，旧河川法時代の占用と新河川法
になってからの占用は異なることが明白となった。それ
を決定づけたのは単に法律の条文改正によるのではなく，
「補償は不当」とした1965年の衆議院決算委員会での質
疑が大きな影響を及ぼしたと考えられる。逆にいえば，
「かつて補償したことがある」という事実が提訴に至る
動因になった，とみることもできる。
７．行政監察
　1980年代後半から1990年代前半は，水や川について社
会的な関心が高まった時期である。それはちょうどバブ
ル経済の時期とも重なり，土地の買い占めによる乱開発
や，国が主導ですすめたリゾート開発による環境破壊が
懸念された。それを背景に，河川の水質汚濁や飲料水の
水質保全，水源の保護，ダム建設の妥当性などが厳しく
問われることになった。こうした状況を背景に，総務庁
は河川行政について行政監察を実施している。そのなか
には河川敷にかかわる項目もあり，二度にわたる開放計
画から十数年を経た状況が伝えられている（総務庁，
1993）。ここでは河川敷にかかわる点を挙げておくこと
にしたい。
　まず1965年の準則制定以前から河川敷を占用している
私企業の施設にかんして，既得権化していて，継続的に
占用許可を行なっているとし，ゴルフ場については会員
制によって一般公衆の利用が十分ではないと指摘してい
る。次に，占用期間は準則では公園，緑地，運動場は５
年以内，その他は３年以内としているが，施設の種類に
かかわりなく一括して５年以内としている河川管理者が
あり，公共施設については10年以内としている例もある，
という点。そして家屋などの不法占用については是正指
導を積極的に行なっていない亊例があるという点。さら
に土地の占用料の単価設定にかんして，20年間改定され
ていなかったり，周辺の地価の高低にかかわりなく一律
に設定していたりといったように，適正ではない事例が
あるという点である。一言でいえば，一度占用許可を与
えてしまうと，その後はずさんな管理になってしまうと
いう事態がある，との指摘である。
　2001年１月，総務庁は総理府の外局から総務省になり，
行政監察局は行政評価局へと再編された。そのなかの関
東管区行政評価局は2003年と2014年，そして2018年にも
河川管理についての行政評価を行なっている。
　2003年の行政評価では，まず不法係留船が問題視され，
河川水面の利用について協議会を設置するように求めて
いる。また不法占用については実態を把握して不法占用
者に対して監督処分を実施せよ，としている。さらに不
法投棄の問題にも触れ，最後に占用期間更新手続きが長
期にわたって未実施になっている事例を指摘している。
　その後，関東管区行政評価局は2014年7月31日付で「河
川の管理に関する行政評価・監視」を発表している。そ
れによると，①河川敷の不法占用については，河川巡視
等により把握した土地の不法占用，不法耕作，不法投棄
等 について，いつまでにどのような是正措置を行なう
か具体的な対応方針を定め，河川管理事務所が口頭指導，
警告表示，指示書の交付等の段階的な是正措置を着実に
実施しているか進捗管理を徹底し，是正されないものに
ついては，原状回復命令等の監督処分又は簡易代執行を
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遅滞なく行なうことにより，違法状態を解消する必要が
ある，としている。また，②占用許可申請等の適正化に
ついては，更新申請が滞ったまま占用がつづいていたり，
長期間占用状態になっていたりする事例があり，速やか
に改善するよう求めている。③さらに，不法係留船につ
いては，⒜所有者確認にかかわるマニュアルを作成し，
警告表示，指示書交付等の是正措置を確実に実施し，是
正されないものについては，原状回復命令等により，違
法状態の解消を図り，⒝船舶の放置禁止する対象物を速
やかに指定せよ，とする。
　この指摘事項につづいて，2018年１月31日付の「河川
の管理に関する行政評価・監視」では，「［2014年の－引
用者］前回調査で指摘した個別事項については，概ね［国
土交通省－引用者］関東地方整備局による改善に向けた
指導，警告等の措置が講じられていました」としつつ，
河川敷を不法占用しているホームレス対策が加わってい
る。関東整備局管内には1,000人超のホームレスがいて，
不法占用面積は20,000㎡超に及ぶことを指摘し，自立支
援を求めているホームレスのデータなどを分析し活用せ
よ，としている。
　このように度重なる指摘があるとはいえ，河川敷の不
法占用については根本的な改善がはかられていない，と
いう現状があるとみてよい。その一方で，河川敷ゴルフ
場にかんする指摘は表立ったところからは消えてしまっ
た。ゴルフ場については，占用準則に即した運用実態が
評価されたためといえるかもしれない。だがこれは，別
の観点からいえば，パブリック化やスポーツ，公園施設
への組み入れという手法によって，河川敷ゴルフ場が「合
法化」されたということであって，見た目の変化はあま
り感じられないかもしれないのである。
８．結語
　結局，河川敷はみんなのものであり自由使用が原則で
あるといっても，不法占用はなくならない。広大な土地
に対して管理の目が行き届かないのが第一の理由である。
それに加えて，不法占用されたからといって，ただちに
社会に対して大きな障害をもたらすこともあまり考えら
れない，という事情もある。この点は道路の不法占用と
は著しく異なる。
　ではこういった現状を踏まえて，どのような対策が考
えられるのか。ここで取り上げた河川敷の場合，人口過
密で運動場の確保もままならない都市部で広大な敷地を
もつみんなのものである河川敷に注目が集まったという
経緯がある。ところが，現実にはそこがゴルフ場などに
閉鎖的に利用されているではないかという怒りがあった。
これらを背景にコモンズとしての河川敷の実現への動き
が起こったのである。いい換えれば，河川敷をみんなの
ために利用しよう，という切実さがコモンズを現実化し
たといってもいいのである。
　このことを別の事例から考えてみよう。場所は東京・
池袋駅西口から道路一本隔てたところにある西口公園で
ある。東京芸術劇場に隣接している公園だが，昼に行っ
てもホームレスらしき人たちがたむろしていたりする。
雰囲気はあまりよくない。作家・石田衣良はこの公園の
「本当の顔」について次のように書いている。
　「池袋西口公園（おれたちはカッコをつけるときはい
つも『ウエストゲートパーク』と呼んでいた）の本当の
顔は週末の真夜中。噴水のまわりの円形広場はナンパコ
ロシアムになる。ベンチに女たちが座り，男たちはぐる
ぐると円を描きながら順番に声をかけていく。話がまと
まれば，公園を出ていく。飲み屋も，カラオケも，ラブ
ホテルも，すぐとなりだ。噴水の前はタンスくらいある
でかいＣＤラジカセが何台も並び，腹に響くようなベー
スに合わせて，ダンサーのチームが振り付けの練習をし
ている。噴水の反対側では，シンガーの連中がギターを
弾いて地面に座り叫ぶようになにか歌っている。最後の
バスが出て行ったあとのターミナルには，埼玉から来た
族のクルマが列をつくり，のろのろと流しながらスモー
クガラス越しに女たちを口説いている。ねえ，おれたち
とやんない？　公園の並びの東京芸術劇場は夜はシャッ
ターをおろしているが，その前の広場は格好の遊び場だ。
ボーダーとＭＢＸのチームがスケートボードとマウンテ
ンバイクのアクロバットを競い合っている。西口公園で
はそれぞれのチームに見えない縄張りがあり，その境界
線を武闘派のＧボーイズが血の臭いを探すサメみたいに
うろついている。公園の角の公衆便所はマーケット。み
んな一晩じゅうなにかを売り買いしている。売人が五分
置きに便所に入り，ルーズソックスのコギャルも売人と
いっしょに男便所に消えていく」（石田，1998：13－14）。
　ここに描かれているように，西口公園は単に雰囲気が
よくないだけではなく，一晩中静まることのない場所で
もある。それを何とか改善しようという思いは多くの人
たちに共有されていたはずである。そうした思いが動き
出したのは，「TOKYO 2020」が一つの切っかけとなった。
東京都豊島区は2016年に「国際アート・カルチャー都市
構想実現戦略」を立てて，その一環としてこの場所に「野
外劇場」を建設する計画を立てた。劇場のほか，縦３メー
トル，横11メートルの大型ヴィジョン，カフェ，グロー
バルリングなどが建てられる。工事期間中は塀で囲んで
人を排除した。そしてそれに伴って，怪しい雰囲気も消
えた（［写真１］，［図１］）。西口公園の東側の片隅には
野外ステージがあったが，全体としてみれば全くのオー
プンスペースだった。それがほぼ消えたことになる。
                                                 
        
［写真 1］工事中の池袋西口公園、2019 年９月撮影。 真 の池袋西口公園，2019年９月撮影
コモンズを実質化するための条件について
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［図1］グローバルリングの完成予想図
（出典）『毎日新聞』インターネット版、2017年9月6日付。
 
 
ーバルリングの完成予想図 
（出典）『毎日新聞』インターネット版 2 年 9 月 6 日付。 
 
これは何を意味しているのか。豊島区は区独自の構
想とするが，背景に「TOKYO 2020」という「外圧」
を利用しながら，公園の雰囲気を変えようとする意図が
あったことは明白である。公園のオープンスペースをた
だ放置して自由利用にするのではなく，一定の公共目的
に沿ってつくり変えたのである。
このような発想は河川敷にも当てはまるのではないか。
オープンな河川敷をそのままにしておくのではなくて，
何がしかの公共目的のために利用していくという観点に
立って積極的な利用をはかっていく，ということである。
過去を振り返ってみれば，人口過密都市・東京にもっと
運動場が欲しい，という要求があって，河川敷というオー
プンスペースに注目が集まったとき，そこは民間のゴル
フ場に占用されていた。河川敷はみんなのものだ，とい
う意識によって，民間による占用からの開放がすすめら
れていったのである。
これらの点を踏まえていえば，河川敷を公共目的に
沿ったかたちで何かに利用したい，という切実さによっ
て，不法占用問題は解決に向けてすすんでいくことにな
るだろう。
＜注＞
⑴　それ以外に，市町村長が管理する準用河川，河川法
の適用を受けない「法定外公共物」としての普通河川
がある。
⑵　河川敷地の占用準則は1965年12月の制定以来，一部
見直しや全面改正が行なわれている。その要点をまと
めると，次のようになる。1965年12月23日の最初の準
則では，占用1000mごとに100mの空き地を設け，占
用期間は公園，緑地，運動場については５年以内，そ
の他は３年以内，とされた。1983年12月１日の一部見
直しによって，空き地の設定は1000mごとに20mに緩
和された。1994年10月17日の全面改正では，占用主体
は公的主体とされ，占用期間は公園，緑地，運動場に
ついては10年以内，その他は５年以内，となった。そ
の後，1999年８月５日の全面改正では地元市町村の包
括占用への道が開かれ，2005年３月28日の改正で包括
占用制度が拡大された。そして2011年３月８日の改正
で，営業活動を行なう事業者等による利用が可能とな
り，2016年５月30日の改正で民間事業者等の占用期間
について，公的主体と同程度に延長する，とされた。
⑶　衆議院体育振興に関する特別委員会における1965年
３月31日の決議は以下の通りである。
「体育振興に関する特別委員会は，河川敷地の利用につ
いて，政府に次の処置を要望する。
 　一 、河川敷地の占用の許可に当っては，その公共用
物たる性格にかんがみ，公園，広場，運動場等に
ついて優先的に行なうものとし，広く国民一般の
利用と自然の美観の確保を図るものとすること。
 　二 、都市周辺の河川の敷地の占用については，土地
事情の逼迫している事情等にかんがみ，特に下記
により行なうものとすること。
 　　イ 　多摩川，荒川，江戸川等の都市周辺の河川の
敷地で現に未利用のものについて占用の新規許
可は原則として，公園，広場，運動場等広く国
民一般の利用に供せられるものについてのみ行
なうものとすること。
 　　ロ 　現に占用中のものについては，前記の趣旨に
より逐次一般公共の利用に転換するよう努める
ものとすること。
 　　ハ 　現に占用中のものであっても，営利を中心と
して少数人の利用に止まるものについては明年
度より占用の更新を許可しないこととすること。
 　三 ，前記方針により河川管理の適正を期するとともに、
その利用についても一般の公共の福祉の増進に資
するよう行政指導を行なうものとすること。なお
河川管理の適正を期するため新河川法の趣旨に即
した占用許可基準を決定すること。」
⑷　衆議院決算委員会における1965年５月26日の決議は
以下の通りである。
　「河川敷地に関する件
　河川敷地は国有財産であり且つ公共の用に供すべき行
政財産であるにかかわらず，従来の河川敷地の管理状
況は，最近の社会経済情勢にてらし，極めて遺憾な実
情にある。 　即ち，多摩川，荒川，江戸川等の河川敷
地は，多数のゴルフ場，自動車練習場等の尨大な資本
投下を伴う営利企業に使用され，占用期間及び取消処
分に伴う補償の有無等の許可条件も不明確のまま，極
めて低額の占用料で使用されて来た。
　　日本道路公団等が玉川ゴルフコース等に営業損失を
含む多額の補償を行なった事例の示す通り，国有河川
敷地にこれら営利企業の尨大な財産権が長期又は無期
限に定着し，権利の対象となるものと解釈されている
ことは，一般の国民感情としては理解に苦しむもので
ある。
 　一 、政府は，河川敷地の使用許可に当っては，河川
法の趣旨を体し，特に災害の防止に留意し，いや
しくも，国土の保全と公共の安全に支障を来たす
ことがないよう期すべきである。
 　二、政府は，統一ある使用許可基準を制定し新規の
使用許可については，運動場，公園等の公共目的を優
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先し，既払の営利企業に対しては，公共目的に転用の
実施計画を樹立して，その実現を図るべきである。
 　三 、河川管理者は，国又は政府関係機関等から事業
計画の連絡を受けた場合には，直ちに関係占用者
に対し予告する等の措置を講じ，なお公共目的に
使用する際には，河川管理者が直接に取消等の処
分を行ない補償なく転用できるよう努めるべきで
ある。
 　四 、現行法上やむを得ず通常生ずべき損失を補償す
る場合は，補償の対象及び積算方式等，明確な補
償基準の整備を図り，いやしくも国民の誤解を招
かぬよう期すべきである。
 　五 、占用料については，土地の需給事情並びに占用
者の営利性等をも考慮し，適正な額に改訂すべき
である。
 　六 、都市周辺の河川については，河川管理者において，
河川敷地を国民運動場その他一般公共の利用に供
せられるよう速やかに整備すべきである。
 　七 、河川管理の前提となる河川区域の認定及び河川
台帳整備のため必要な人員，事務費等についても
充実強化を図るべきである。
 　　　右決議する。」
 　   この委員会では，特に多摩川の河川敷にかかわって，
占用状況が明らかにされた。占用許可者は［表１］
のゴルフ場のほか，自動車練習場が４箇所（東京急
行電鉄株式会社，トヨタ東京教育センター，二子玉
川自動車練習場，和泉自動車株式会社），運動場が
34箇所（東京急行電鉄株式会社，藤友クラブ，安藤
鉄工所，不二家電気，車輪工業，大田区体育会，日
本精工，大田区役所，日本体育会，攻玉社工業高校，
上野塾，東京実業高等学校，明治学院，麻布学園，
三井精機，三田高等学校，東調布信用金庫，巨人軍，
高輪学園，都南メリヤス工業会，城南信用金庫，関
東建設興業株式会社，品川自動車練習場，日本金属
工業株式会社，味の素株式会社，ラジオ関東株式会社，
関東レースクラブ（競馬練習場），いすず自動車株
式会社，日本光学工業株式会社，フタバヤラケット
製作所，日本体育大学，日本鋼管株式会社，日本電
気株式会社，読売新聞社（飛行場））である。
⑸　衆議院体育振興に関する特別委員会における1966年
６月22日）の決議は以下の通りである。　
　「河川敷地の開放に関する件
　　政府は，河川審議会の答申に基づき河川敷地占用許
可の準則を定めたのであるが，河川敷地占用の処理に
あたっては，国民の健康の増進，体育，レクリエーショ
ン活動等の目的に供するため一般公衆の自由な利用が
促進されるよう，昭和四十一年を初年度とし，三ケ年
を目途とし開放計画を策定し，左記に掲げるものはこ
れに基づき処理方針を設けるべきである。
 　一、占用状態が不良であるもの。
 　一、交通等一般公衆の利用しやすい地域の河川敷地。
 　一 、学校，会社等の運動場等で当分の間継続して占
用するものについては，必要に応じ，一定期間一
般公衆に開放すべき旨の条件を附すること。
 　　右決議する。」
⑹　「巨人軍多摩川グラウンド」は1955年から1998年３
月末まで占用許可されていた。期間満了によって，そ
の後は大田区が管理する「多摩川緑地広場硬式野球
場」になった。
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